
　平成 年度決算が、９月定例議会において認定されました。
一般会計においては、歳入決算総額118億7,145万6,072
円で前年度決算に比べ、5.7%の増・歳出決算総額は、
113億6,781万5,555円で前年度決算に比べ、7.6%の増
となっております。
問い合わせ　財政課財政係（内線414）

平成 年度一般会計決算の概要を お知らせします

●歳入説明

町　　　税　　　：町民の方より納付されたお金で、町民税・固定資産税・軽自動車税などが主なものです。

地方譲与税　　　：国が徴収した税金の一部が市町村へ配分されたものです。

地方消費税交付金：消費税の一部である地方消費税（市町村分）が県より、市町村へ交付されたものです。

地方特例交付金　：国の減税措置によって、町の税金が不足したことにより国から交付されたものです。

地方交付税　　　：国が市町村間における行政サービスの格差をなくすため一定の基準により交付するものです。

分担金及び負担金：町が行う特定の事業により利益を受けるものが負担するもので、その財源はその事業に充てられます。

国・県支出金　　：町が行う事業で、その事業が国・県の補助の対象になることにより交付されるものです。

繰　越　金　　　：前年度の余剰金が繰越されたものです。

諸　収　入　　　：貸付金元利収入、広告収入等の雑入などによるものです。

町　　　債　　　：中学校改修事業、保育施設整備事業などの経費の財源として銀行等から借入したものです。

そ　の　他　　　：基金繰入金、使用料及び手数料、土地売払収入、その他交付金、寄付金などによるものです。

 議会費（議会の運営等に必要な経

費です。）

　・議会だより発行事業

　・議会会議録検索システム事業

 総務費（町の全般的な管理等にか

かる事務経費です。）

　・集会所整備事業

　・芸術文化活動事業

　・交通安全対策事業

　・防災対策事業

　・スマートＩＣフル化促進事業

 民生費（町民の一人ひとりの一定

水準の安定した生活を保障するた

めの経費です。）

　・介護保険事業

　・地域福祉バス利用料助成事業

　・こども医療費支給事業

　・ ファミリーサポートセンター運

営事業

　・児童手当支給事業

 衛生費（町民の一人ひとりが健康

で衛生的な生活が出来るようにす

るための経費です。）

　・基本健康診断事業

　・予防接種事業等

　・環境調査事業

　・一般廃棄物収集事業

　・ごみ共同処理（可燃物）負担事業

 労働費（失業対策など就業に関す

る経費です。）

　・内職相談事業

　・労働事業

　・勤労者住宅資金貸付事業

 農林水産業費（農林水産業の振興

などに使われる経費です。）

　・農業改善事業

　・畑作土壌改良事業

　・特別栽培（有機）推進事業

　・産業祭補助事業

　・ トレーサビリティシステム確立

事業

 商工費（商工業の発展や観光事業

のために使われる経費です。）

　・商工会補助事業

　・住宅改修補助事業

　・産業振興対策事業

　・消費生活相談事業

 土木費（道路や公園、住宅などの

整備にかかる費用、街づくりに関

する経費です。）

　・（仮称）富士塚公園等築造事業

　・土地区画整理推進事業

　・都市計画道路用地取得事業

　・道路新設改良事業

　・一般下水道整備事業

 消防費（消火活動や風水害・地震

などの災害を防ぐための活動にか

かる経費です。）

　・ 入間東部地区消防組合運営費負

担事業

　・消火栓設置費負担事業

 教育費（学校教育・生涯教育に関

わる経費です。）

　・生涯学習活動促進事業

　・図書館資料購入整備事業

　・ 三芳東中学校校舎耐震補強整備

事業

　・給食センター施設整備事業

　・健康増進スポーツ振興事業

 公債費（学校・公園等の公共施設

の整備の資金として借入したお金

の元金・利息分を返済するもので

す。）

 諸支出金（将来の負担に備え基金

へ積み立てする経費などです。）

●歳出の主な状況

町税

千円

％

地方消費税交付金

千円

％
地方譲与税

千円

％

その他

千円

％

町債

千円

％諸収入

千円

％

繰越金

千円

％

国・県支出金

千円

％

分担金及び負担金

千円

％

地方特例交付金

千円

％

議会費

千円

％

土木費

千円

％

商工費

千円

％

消防費

千円

％

教育費

千円

％

労働費

千円

％

公債費

千円

％

地方交付税

千円

％

衛生費

千円

％

諸支出金

千円

％

民生費

千円

％

総務費

千円

％

歳入決算額歳出決算額

歳　　出
千円

歳　　入
千円

農林水産業費

千円

％
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　平成 年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が成立し、新しい財政指標の公表が 年

度決算から、財政健全化計画の策定等は、 年度決算から義務付けられることになりました。この法律で

「地方公共団体の財政の健全化に資する」という目的のために、財政の健全性に関する比率の公表の制度

を設け、その比率が国の基準（早期健全化基準・財政再生基準・経営健全化基準）を超えると、財政の早

期健全化・財政の再生・公営企業の経営の健全化を図るための計画を策定する制度が定められました。こ

れらの財政指標及び健全化計画等作成し監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、住民の方へ公表す

ることも義務付けられました。本町の指標は、次のとおりとなりましたのでお知らせします。

　本町の 年度決算からの比率においては、国の基準である健全化基準・財政再生基準・経営健全化基準

を下回っているので、財政状況は健全に運営されているものと判断されます。

１．健全化判断比率

指　　標 三芳町の指標 三芳町に適用される国の早期健全化基準 三芳町に適用される国の財政再生基準

実質赤字比率 － ％ ％

連結実質赤字比率 － ％ ％

実質公債費比率 ％ ％ ％

将来負担比率 ％ ％ －

２．資金不足比率

会　計　名 三芳町の指標 三芳町に適用される国の経営健全化基準

水道事業会計 － ％

下水道事業特別会計 － ％

※実質赤字、連結実質赤字及び資金の不足がないため「－（該当なし）」の表示を示しています。

【指標の説明】

・実質赤字比率　市町村の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示すものです。

・連結実質赤字比率　全ての会計の赤字・黒字を合算し、市町村全体としての赤字の程度を示す比率です。

・実質公債費比率　市町村の借入金の返済分等の大きさを指標化し、財政負担を見るための比率です。

・将来負担比率　市町村の借入金や将来支払が見込まれる負債分を指標化し、将来の負担を示すものです。

・資金不足比率　公営企業の事業規模に対する資金の不足額の比率を示し、経営状況を把握するものです。

平成 年度決算に基づく
財政健全化判断比率及び資金不足比率をお知らせします

各会計名称 歳入 歳出 実質収支額

国民健康保険特別会計 円 円 円

老人保健特別会計 円 円 円

介護保険特別会計 円 円 円

下水道事業特別会計 円 円 円

水道事業会計 円 円 △ 円

合計 円 円 円

＊水道事業会計は、収益的収入と資本的収入、収益的支出と資本的支出の合計額である。

平
成

年
度

特
別
会
計
決
算
の
状
況
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町
内
の
企
業
・
事
業
所
を
町
長
自
ら
訪
問
し
て
、
操
業
状
況
、
雇
用
状
況
等
を
把
握
し
、
現
在
の
要
望
、
課
題
等
を
拝

聴
す
る
と
と
も
に
、
産
業
振
興
、
雇
用
対
策
及
び
企
業
・
事
業
所
の
定
着
を
図
る
た
め
、
第
３
回
「
町
長
の
企
業
訪
問
」

を
実
施
し
ま
し
た
。

問
い
合
わ
せ　

秘
書
広
報
室　
（
内
線
３
１
１
〜
３
１
３
）

大
崎
電
気
工
業
株
式
会
社　

埼
玉
事
業
所　

企
業
理
念
〜
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
計
測
制
御
を
起
点
と
し
て
、
ア
ク
テ
ィ
ブ
に
新
技
術
に
挑
戦
し
、

新
し
い
価
値
を
創
造
し
て
社
会
に
貢
献
す
る
人
間
性
豊
か
な
企
業
を
め
ざ
す
。
」
〜

 

第
３
回　

町
長
の
企
業
訪
問　
（
９
月

日
訪
問
）

　

第
３
回
目
は
、
大
崎
電
気
工
業
株
式

会
社
を
訪
問
し
ま
し
た
の
で
、
そ
の
内
容

に
つ
き
ま
し
て
お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。

　

当
日
は
、
石
田
取
締
役
生
産
本
部
長
、

生
産
本
部
の
尾
形
業
務
部
長
、
植
木
理

事
、
大
和
総
務
課
長
、
村
野
総
務
課
担

当
課
長
に
そ
れ
ぞ
れ
懇
談
会
で
お
話
を

伺
い
、
工
場
内
の
生
産
ラ
イ
ン
視
察
に

つ
い
て
は
、
植
木
理
事
か
ら
主
に
説
明

を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

大
崎
電
気
工
業

は
、
大
正
５
年
に

弘
業
製
作
所
と
し
て
、
東
京
都
品
川
区

で
創
業
。
昭
和
12
年
に
株
式
会
社
に
組

織
変
更
を
さ
れ
、
昭
和
16
年
に
は
商
号

を
大
崎
電
気
工
業
株
式
会
社
と
改
称
、

配
電
盤
、
計
器
用
変
成
器
、
自
動
電
圧

調
整
器
等
の
製
造
に
着
手
。
昭
和
38
年

に
当
時
の
三
芳
村
に
埼
玉
工
場
を
新
設

さ
れ
、
蒲
田
工
場
と
五
反
田
工
場
の
三

工
場
に
て
製
造
分
担
体
制
を
整
備
し
、

昭
和
55
年
に
は
東
京
証
券
取
引
市
場
第

一
部
に
上
場
を
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
後

順
調
に
業
務
拡
大
が
な
さ
れ
、
平
成
８

年
に
埼
玉
工
場
が
「
Ｉ
Ｓ
Ｏ
９
０
０
２
」

を
認
証
取
得
、
平
成
11
年
に
岩
手
工

場
・
千
葉
工
場
が
そ
れ
ぞ
れ
「
Ｉ
Ｓ
Ｏ

９
０
０
１
」
を
認
証
取
得
、
平
成
14
年
に

は
埼
玉
事
業
所
が
「
Ｉ
Ｓ
Ｏ
９
０
０
１
」

「
Ｉ
Ｓ
Ｏ
１
４
０
０
１
」
を
取
得
、
同
年

に
は
大
崎
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
株
式
会

社
が
ジ
ャ
ス
ダ
ッ
ク
証
券
取
引
市
場
に

株
式
を
上
場
、
平
成
20
年
の
３
月
期
の

売
上
高
で
は
（
単
体
１
７
２
億
円
・
連
結

４
９
９
億
円
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

取
引
先
は
、
東
京
電
力
を
始
め
、
国

内
の
主
要
な
電
力
会
社
10
社
と
の
こ
と

で
、
従
業
員
数
は
４
７
４
名
（
グ
ル
ー

プ
全
体
で
は
１

８
９
７
名
）
で
、
三

芳
町
の
優
良
企
業
で
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
ハ
ン
ド
ボ
ー
ル
選
手
と
し
て

大
変
活
躍
さ
れ
て
お
り
マ
ス
コ
ミ
等
に

度
々
出
演
さ
れ
て
い
ま
す
「
宮

大
輔

さ
ん
」
は
、
こ
の
大
崎
電
気
工
業

の
所

属
で
、
敷
地
内
に
あ
り
ま
す
体
育
館
で

日
々
厳
し
い
練
習
に
励
ん
で
い
る
と
の
こ

と
で
あ
り
ま
し
た
。
（
写
真
参
照
）

　

大
崎
電
気
工
業

の
主
な
製
品
は
、
機

械
式
電
力
量
計
（
写

真
参
照
）
、
電
子
式

電
力
量
計
、
計
器
用

変
成
器
等
で
あ
り
ま

す
。
お
客
様
の
立
場
に
立
っ
た
製
品
づ

く
り
と
、
計
測
制
御
及
び
情
報
通
信
に

関
す
る
技
術
と
製
品
の
提
供
を
通
し
て
、

新
た
な
価
値
を
創
造
し
、
従
業
員
一
人

ひ
と
り
が
環
境
保
全
へ
の
貢
献
、
地
域

社
会
へ
の
貢
献
を
図
る
と
い
う
環
境
理

念
の
も
と
に
、
地
域
及
び
地
球
の
環
境

保
全
に
寄
与
す
る
と
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　

ま
た
工
場
内
を
視
察
さ
せ
て
い
た
だ

き
、
「
５
Ｓ
運
動
の
推
進
」
の
ポ
ス
タ

ー
が
大
変
目
に
留
り
ま
し
た
。
５
つ
の

Ｓ
と
は
、
「
躾
か
ら
始
ま
り
、
整
理
・

整
頓
・
清
掃
・
清
潔
、
そ
し
て
躾
に
終

わ
る
」
と
い
う
こ
と
だ
そ
う
で
す
。
社

員
の
皆
さ
ん
が
、
我
々
随
行
の
職
員
に

も
心
の
こ
も
っ
た
会
釈
や
挨
拶
を
し
て

い
た
だ
き
、
５
Ｓ
運
動
が
十
分
に
浸
透

し
て
い
る
と
感
じ
ま
し
た
。

　

昭
和
38
年
に
三
芳
に
埼
玉
工
場
を
設

立
さ
れ
た
当
時
は
、
町
内
在
住
者
が
大

変
多
く
勤
務
さ
れ
て
い
る
よ
う
で
し
た

が
、
現
在
で
は
30
名
強
と
の
こ
と
。
今

後
の
採
用
に
当
た
っ
て
は
町
内
の
在
住

者
へ
も
配
慮
で
き
れ
ば
と
の
こ
と
で
あ

り
ま
し
た
。
ま
た
、
ご
家
庭
や
事
業
所

等
に
設
置
を
さ
れ
て
い
る
電
気
メ
ー
タ

ー
の
多
く
は
、
大
崎
電
気
工
業

さ
ん

で
製
造
さ
れ
て
い
る
製
品
で
す
の
で
、

ご
自
宅
等
の
電
気
メ
ー
タ
ー
を
ご
覧
い

た
だ
け
れ
ば
と
思
い
ま
す
。
御
社
の
更

な
る
飛
躍
を
ご
期
待
申
し
上
げ
ま
す
。

 

従
業
員
の
皆
さ
ん
か
ら
話
を
聞
く

鈴
木
町
長
。

▲ 大崎電気工業 ハンドボール部
「大崎オーソル」の選手・スタ
ッフの皆さん

大崎電気工業株式会社（埼玉事業所）【製造業】
住所：〒354-8501　三芳町藤久保1131
TEL：049-258-1205     FAX：049-258-6131
HP：http：//www.osaki.co.jp/
設立：昭和12年１月（創業：大正５年８月）
　※埼玉事業所　昭和38年新設
主 要生産品目：電力量計､電流制限器､計器
用変成器､タイムスイッチ､デマンドコン
トロール装置､集中自動検針装置､配電線
負荷集中制御装置､光カプラ､光通信関連
機器､その他の製造販売

▲ 懇談会において、ご挨拶をされる石田取締
役生産本部長（写真正面左）

▲ 製造工程について、鈴木町長に
説明をする植木理事（写真左）

（ ）広 報 み よ し


